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長引くコロナ禍で盛り上がる「巣ごもり需要」 
意外な業界にも波及効果が！？ 

 

2020年、世界的に大流行した新型コロナウイルス感染症の影響により、多くの産業が苦境に立たされた。

給付金や政府系金融機関の実質無利子融資で何とか踏みとどまっている企業が少なくない中、「巣ごも

り需要」によって活況な業界もある。 

例えばゲームソフト業界などはその代表だろう。経済産業省が毎月公表する第3次産業活動指数のゲー

ムソフト指数をみると、2020年は218.6ポイントとなっており、前年比で24.6％増。最初の緊急事態宣言

が発令された昨年4月に任天堂の「あつまれ どうぶつの森」が、まさに巣ごもり需要を受けてビッグヒ

ットとなったことは記憶に新しい。 

また、同じく巣ごもり需要の恩恵にあずかったのが「楽器」業界だ。総務省の家計消費状況調査によれ

ば、2020年の3月から8月の間に楽器の消費額が増加している。また、経済産業省の鉱工業指数によれば、

最初の緊急事態宣言下こそ楽器の生産・出荷台数は激減したものの、その後は徐々に回復。今年に入っ

てからは、特にギター・電子ギターの生産出荷が好調で、すでにコロナ前の水準を大きく上回っている。

ギターやウクレレは比較的音の小さな楽器であることから、まさに自宅での「巣ごもり」にはうってつ

けの楽器だったのだろう。ただ反面、管楽器は昨年3～4月に生産が落ち込んで以降、コロナ前にはまる

で及ばない水準で推移している。これは、コロナウイルスが飛沫感染することから、演奏時に息を吹き

込む必要がある管楽器が敬遠されたことや、学校の吹奏楽部の活動が制限されたことが影響しているの

ではないかと考えられる。 

 

「暦年課税」の見直し案が浮上！ 
相続扱いが現行３年以内から拡大 

 

2015年に相続税の基礎控除額が引き下げられ課税強化されて以降、相続対策として「暦年贈与」と「相

続時精算課税」の生前贈与が活用されている。しかし、ここにきて税務専門家の間で注目されているの

は「暦年贈与」の見直しだ。「暦年贈与」は、１年間にもらった財産の合計額が110万円以下なら贈与税

はかからないことから、多くの納税者が相続対策として利用している。 

暦年課税にメスを入れる意向を示したのは与党の2021年度税制改正大綱だったが、見直しの方向性とし

ては、一つは暦年贈与を廃止し相続時精算課税制度のみを残す方法か、もう一つは暦年課税を存続させ

るが、実態は相続税に近づける方法が考えられる。暦年贈与の突然の廃止は国民の影響が大きいことか

ら、可能性が高いのは、暦年課税を相続税に近づける方法だろう。具体的には、現在暦年課税の相続扱

いは３年以内だが、これを10年以内あるいは15年以内などに拡大するというものだ。実際、参考にする

という諸外国ではより長い期間の贈与を課税対象としており、イギリスは死亡前以前７年間、フランス

は15年間、アメリカに至っては生前贈与すべてに相続税を課している。 

来年以降の税制改正では、こういった諸外国の制度を参考に、相続扱いにする期間を長くすることによ

って、資産移転の時期に中立的な税制を構築するとともに、実質相続税と贈与税を一体化する方向で議

論する可能性が高くなっている。 

 


